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研究成果の概要（和文）：本研究の結果、市町村、旧村地域、近隣居住地域の環境要因(例：社会経済状況、検診への
関心、ストレス度、社会的規範など）はそこに居住する個人の健康（死亡リスク、循環器疾患の発症リスク、自殺リス
ク、喫煙行動など健康行動）に個人要因の影響を超えて有意な影響がある可能性が示された。地域の特徴がそこに居住
する人の健康に個人の要因の影響を超えて関連することが認められたことは、公衆衛生対策において個人に対するアプ
ローチに加えて市町村ならびに近隣居住地区の物質的環境や社会的環境をより健康増進を促進するものに整備していく
といった環境への新たなアプローチが有用である可能性を示唆する。

研究成果の概要（英文）：We sought to examine the association between areal characteristics and individual 
health among Japanese middle-aged men and women by using multilevel approach. Area deprivation level was a
ssociated with the higher mortality and morbidity after adjustment of individual SES factors. Other areal 
characteristics (i.e., stress level, social norm, levels of interest in health check-up) were also associa
ted with individual health outcomes. Our results suggest that areal environment could be a crucial public 
health target. 
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１．研究開始当初の背景 
 欧米の先行研究により個人の健康は居

住地域の資源や環境の影響を受けているこ
とが明らかになりつつあるが、わが国におけ
る地域の社会経済要因・社会環境要因と個人
健康との関連に関する研究は大きく遅れて
いる。これまで、地域の貧困度、ソーシャル
キャピタルと自覚的健康感、健康行動との関
連を検討した横断研究は実施されているが、
個人の総死亡/疾病別死亡リスクや疾病発症
リスクとの関連を検討した縦断研究はなか
った。 
日本で実施された健康の社会階層間格差

に関する先行研究においては、観察された健
康格差は様々な個人健康リスク要因（生活習
慣、既往症、リスク要因等）を調整しても残
存し、健康の社会階層間格差は個人の健康リ
スク要因の検討のみでは十分な説明ができ
なかった。そこで残存する健康格差を説明す
る要因として社会資源・社会環境など地域健
康環境要因が仮説された。 
個人の健康決定要因に加えて、地域・居住

地の特性がそこに居住する人々の健康にど
のように関与しているのかについての検討
は、新たな予防医学・公衆衛生健康政策、地
域レベルの対策、個人への介入対策の提案へ
つながるエビデンスを提供することが可能
であると考える。 
 
２．研究の目的 
本研究は、地域の環境要因と総死亡、疾病

別死亡、疾病発症との関連を多重レベル分析
により縦断的に検証することを目的とした。 
具体的には以下の3つの仮説を検証する研

究を実施した。 
① 市町村、旧村地区、あるいは居住地近隣

地域の地域環境要因と居住者の死亡リス
クは関連する。 

② 市町村、旧村地区、あるいは居住地近隣
地域の地域環境要因と居住者の死亡リス
クの関連は、個人要因を調整しても残存
する。 

③ 市町村、旧村地区、あるいは居住地近隣
地域の地域環境要因と居住者の死亡リス
クの関連は、個人要因により緩衝あるい
は強化される。 

 
３．研究の方法 
研究 1：ＪＡＣＣ研究 
市町村レベルの地域環境要因がそこに居

住する個人の死亡リスクにどのような影響
を与えるかに関する前向きコホート研究を
既存の文部科学省大規模コホート(JACC: 
Japan Collaborative Cohort Study for 
Evaluation of Cancer Risk)のデータを用い
て実施した。このコホートでは国内 45 市町

村地域の住民 40～79歳男女約 12万人を対象
とし、1990 年にベースラインアンケート調査
を実施し、その後、死亡を追跡している。コ
ホートの対象者には、社会経済的要因（教育
歴、職業）、社会心理的要因（自覚的ストレ
ス等）、生活習慣（喫煙、飲酒、詳細な栄養
摂取状況、身体活動状況）の把握がベースラ
イン時に実施されている。いずれのアンケー
ト調査も自己記入式である。 
 
研究２：ＪＰＨＣ研究 
市町村、旧村、近隣地域レベルの地域環境

要因がそこの居住する個人の死亡リスク・罹
患リスクにどのような影響を与えるかに関
する前向きコホート研究を既存の文部科学
省大規模コホート厚生労働省多目的コホー
ト(JPHC：Japan Public Health Center-based 
Cohort Study)のデータを用いて実施した。
JPHC研究では全国14地域の住民40～59歳男
女約 5 万人を対象とする大規模コホート 1
（1990 年開始）と 15 地域住民 40－69 歳男女
約 5万人のコホート 2（1993 年開始）がある。
コホートの対象者には、社会経済的要因（教
育歴、職業）、社会心理的要因（自覚的スト
レス等）、生活習慣（喫煙、飲酒、詳細な栄
養摂取状況、身体活動状況）の把握がベース
ライン時に実施されている。その後 5年後な
らびに 10 年後フォローアップ・アンケート
調査を行った。いずれのアンケート調査も自
己記入式である。ベースライン調査後、疾患
別死亡、がん・循環器疾患の発症を追跡して
いる。 
 
両研究の独立変数である地域環境要因は

社会人口統計体系市町村基礎データや
GIS(Geographic Information System)を利用
して収集した。 
 

４．研究成果 
研究１：ＪＡＣＣ研究結果 
研究 1-1：市町村レベルの社会経済状況と総
死亡・疾患別死亡リスクの関連の検証  
JACC研究の参加者のうち、ベースライン時

に教育歴に関する質問に答えた35地域の40－
65歳地域住民、男性24,460人と女性32,649人
を対象とした。主な独立変数である市町村の
社会経済指標として大学卒業者割合、一人当
たりの課税所得、失業率、生活保護需給世帯
の割合を用いた。また、個人レベルの社会経
済指標として教育歴と職業を用いた。従属変
数は総死亡と疾患別死亡（循環器疾患、がん
、呼吸器疾患、外傷その他）とし17年間の追
跡を実施した。マルチレベルロジスティック
モデルを用い、市町村の社会経済状況と個人
の死亡リスクの関連ならびにその影響が個人
の社会経済的状況を考慮しても存在するのか



について性別に検討した。加えて、市町村の
社会経済状況と居住者の死亡リスクの関連は
、個人の社会経済状況により緩衝あるいは強
化されるのかに関する検討も行った。 
17 年の観察期間中、3,863 人（７％）が死

亡した。市町村レベルの社会経済指標と総死
亡リスクとの関連を個人の社会経済状況を
調整して検討した結果、男性では大学卒業者
割合や失業率が高い地域に居住する人ほど、
循環器疾患死亡リスクが低く、生活保護受給
世帯割合が高い地域に居住する人ほど、がん
死亡リスクが高かった。女性では大学卒業者
割合や一人当たりの課税所得が高い地域に
居住する人ほど、外傷その他による死亡リス
クが低かった。また、市町村レベルの社会経
済状況は男性ではがんや循環器疾患による
死亡において、女性では外傷その他による死
亡において個人の教育歴によりその影響が
異なることも示された。 
 
研究 1-2：市町村レベルのストレス度と虚血
性心疾患死亡リスクの関連に関する検証  
JACC研究の対象者のうちベースライン時に

自覚的ストレスに関する質問に答えた33地域
に居住する40－79歳の男性32,183人と女性
45,896人を対象とした。主な独立変数である
市町村のストレス度指標はストレスレベルが
自覚的に高いと答えた人の割合を性別に市町
村ごと算出した。従属変数は虚血性心疾患死
亡とし15年間の追跡を実施した。 
マルチレベルポワソン回帰モデルを用い

て、市町村のストレスレベルがそこに居住す
る住民個人の死亡リスクに関連するのか、ま
た、その影響は個人のストレスレベルや健康
要因（既往歴、喫煙、飲酒、歩行時間など）
を考慮しても存在するのかについて性別に
検討した。 
15年間の観察期間中936人(0.8 %)が虚血性

心疾患で死亡した。高いストレスを感じてい
る人の市町村における割合が１％上昇するの
に対し、死亡リスクは男性で1.06倍（95％CI: 
1.00-1.12）女性では1.07倍（95％CI：
1.00-1.14）であった。本研究の結果、個人の
ストレス度に加えて地域環境としてのストレ
ス度がそこに居住する人の虚血性心疾患死亡
リスクに影響を与える可能性が示された。 
 
研究 1-3： 市町村レベルの検診への関心度
と総死亡リスクの関連の検証  
市町村レベルの検診への関心度とそこに居

住する住民の総死亡リスクとの関連に関する
縦断疫学研究を実施した。 
JACC研究の対象者のうちベースライン時の

検診に対する関心度に関する質問に答えた45
地域の40－79歳の110,792人の男女を対象と
した。主な独立変数である市町村の検診への

関心度指標は検診への関心があると答えた人
の割合を市町村ごと算出した。従属変数は総
死亡とし15年間の追跡を実施した。 
マルチレベルポワソン回帰モデルを用い

て、市町村の市町村レベルの検診への関心度
がそこに居住する住民個人の死亡リスクに
関連するのか、また、その影響は個人の関心
度を考慮しても存在するのかについて検討
した。加えて、市町村レベルの検診への関心
度と居住者の死亡リスクの関連は、個人の検
診への関心度により緩衝あるいは強化され
るのかに関する検討も行った。 
15年間の観察期間中13,184人(12%)が死亡

した。市町村における検診に関心のある人の
割合が 1％増えることにより死亡リスクが
2％減少した。しかし、市町村レベルと個人
レベルの検診への関心の間に修飾効果はな
かった。 
 
研究２：ＪＰＨＣ研究 
研究 2-1：居住地近隣地域レベルの社会経済
状況と総死亡リスクの関連の検証  
居住地近隣地域レベルの社会経済状況とそ

こに居住する住民の総死亡リスクとの関連に
関する縦断疫学研究をコホート１の対象者の
うちベースライン時に主な疾病（がん、心筋
梗塞, 脳卒中）の既往歴がない地域住民
37,455人を対象に実施した。 
主な独立変数である居住地近隣地域レベ

ルの社会経済状況は中谷により作成された
剥奪指標により地域を4分位に分類した。（中
谷友樹. 統計数理. 2011）個人レベルの社会
経済状況を示す指標として教育暦と職業を
用いた。従属変数は総死亡とし21年間の追跡
を実施した。マルチレベル生存分析を用いて、
居住地近隣地域レベルの社会経済状況がそ
こに居住する住民個人の死亡リスクに関連
するのか、また、その影響は個人の社会経済
状況を考慮しても存在するのかについて検
討した。 
 21 年間の追跡期間中 4,666 人（12％）の死
亡が確認された。また、居住近隣地区の社会
経済状況はそこに居住する個人の死亡リス
クと関連がみられた。すなわち、貧しい居住
近隣地区に居住する人は、裕福な居住地区に
居住する人と比較して死亡リスクが高い傾
向みられ、その傾向は個人の社会経済状況を
考慮しても見られた。これらの関連は人口密
度が高いほど顕著にみられた。 
 
研究 2-2：居住地近隣地域レベルの社会経済
状況と脳血管疾患死亡ならびに罹患の関連
の検証  
居住地近隣地域レベルの社会経済状況とそ

こに居住する住民の脳血管疾患死亡ならびに
罹患のリスクとの関連に関する縦断疫学研究



をJPHC研究コホート1と2の対象者のうちベー
スライン時に主な疾病（がん、心筋梗塞, 脳
卒中）の既往歴がない地域住民90,843人を対
象に実施した。 

主な独立変数である居住地近隣地域レベ
ルの社会経済状況は中谷により作成された
剥奪指標により地域を5分位に分類した。個
人レベルの社会経済状況を示す指標として
職業を用いた。従属変数は脳卒中罹患・死亡
とし、罹患は平均15.4年、死亡は平均16.4年
間の追跡を実施した。マルチレベル生存分析
を用いて、居住地近隣地域レベルの社会経済
状況がそこに居住する住民個人の脳血管疾
患リスクに関連するのか、また、その影響は
個人の社会経済状況を考慮しても存在する
のかについて検討した。 
その結果、居住近隣地区の社会経済状況は

そこに居住する個人の脳血管疾患罹患リス
クと関連がみられた。最も貧しい地域と比較
した、最も裕福な地域の多変量調整ハザード
比（95％信頼区間）は 1.18 (1.02－1.39)で
あった。すなわち、貧しい居住近隣地区に居
住する人は、裕福な居住地区に居住する人と
比較して死亡リスクが高い傾向みられ、その
傾向は個人の社会経済状況を考慮しても見
られた。しかし、脳血管疾患による死亡との
関連は見られなかった（HR= 1.02, 95%信頼
区間：0.76, 1.37)。 
 
研究 2-3：旧村地域レベルの社会経済状況と
自殺死亡の関連の検証 
旧村地域レベルの社会経済状況とそこに

居住する住民の自殺死亡リスクの関連に関
する縦断研究を、JPHC 研究コホート 1および
2参加者 91,708 人を対象に実施した。 

主な独立変数である旧村地域レベルの社
会経済状況は中谷により作成された剥奪指
標により地域を4分位に分類した。個人レベ
ルの社会経済状況を示す指標として職業を
用いた。従属変数は自殺死亡とし、2010年末
までの追跡を実施した。マルチレベル生存分
析を用いて、旧村地域レベルの社会経済状況
がそこに居住する住民個人の自殺死亡リス
クに関連するのか、また、その影響は個人の
社会経済状況を考慮しても存在するのかに
ついて男女別に検討した。 
 旧村地区レベルの剥奪指標と自殺死亡リ
スクの関連を、マルチレベル分析手法を用い
て検討した結果、女性では 4分位にされた指
標の最も貧しい地域の最も裕福な地域と比
較 し たハザ ー ド比 (95 ％ 信 頼 区間 ) は
2.71(1.27-6.22)であったが、男性では関連
がみられなかった。 
 
研究 2-4：旧村レベルの社会経済状況、居住
地安定性、喫煙に関する社会規範と喫煙行動

の関連の検証  
旧村地域レベルの地域環境（社会経済状況

、居住不安定性、社会規範）とそこに居住す
る地域住民の喫煙行動との関連に関する横
断研究をJPHC研究コホート1参加者の男性
19,687人、女性21,274人を対象者として実施
した。また、ベースライン時に喫煙者の男性
9,177人女性870人を対象に10年後の禁煙を
アウトカムにした縦断研究を実施した。マル
チレベルロジスティック分析を用いて、旧村
レベルの環境要因がそこに居住する住民個
人の喫煙行動に影響するのかについて検討
した。 
 旧村地域の居住不安定度や喫煙率はそこ
に居住する人の個人要因の影響と独立して
個人の喫煙行動との関連がみとめられた。す
なわち、居住地の不安定度が高いほど、又、
喫煙率が高いほど、そこに居住する人が喫煙
しやすい傾向にあることが個人の社会経済
的状況、年齢、居住年数の影響を考慮した上
でみとめられた。4群に分類された居住不安
定度、喫煙率の最高群と最低群を比較したオ
ッズ比（95％信頼区間）は男性では 1.05
（0.88-1.26）と 1.36（1.16-1.60）、女性で
は 2.31（1.56-3.43）と 2.88（1.74-4.76）
であった。旧村地域レベルの居住安定性と喫
煙に関する社会規範が喫煙行動と関連があ
ることが示された。一方、禁煙行動に関して
はいずれも関連が認められなかった。 
 
研究 2-5：市町村レベルの人口当たり医師数
と循環器疾患の発症率・致死率・死亡率との
関連の検証 
JPHCコホート1と2の合計27地域、91, 724

人を対象に、市町村人口当たり医師数と循環
器疾患の発症率、致死率、死亡率との関連に
関する縦断疫学研究を実施した。独立変数は
市町村の人口当たり医師数とし、循環器疾患
の発症、発症後の死亡、死亡をエンドポイン
トとした。人口や医師数等の地域レベルの変
数は 1990 年時点でのデータを用い 3 分位に
分類した。市町村レベルでのマルチレベル生
存分析を用いて、市町村人口当たり医師数と
循環器疾患の発症率、致命率、死亡率の関連
を検討した。交絡因子として地域の人口密度、
個人の年齢、性別、喫煙の有無、飲酒の有無、
高血圧既往、糖尿病既往、BMI、運動の有無
で調整した。 
市町村レベルの人口当たり医師数と循環器

疾患の発症率・致死率・死亡率との関連をマ
ルチレベル生存分析を用いて検討した結果、
医師数の多い地域で有意ではないものの冠動
脈疾患の発症が多い傾向がみられた。また、
医師数の多い地域で冠動脈疾患発症者の致死
率は低く、最も医師数の少ない群と比較して
最も多い群のハザード比(95％信頼区間）は



0.69 (0.52-0.91)であった。冠動脈疾患の死
亡リスクについては有意な関連がみられなか
った。脳卒中については発症率、致死率、死
亡率のいずれも関連が見られなかった。 
 
総括 
本研究の結果、日本においても、欧米と同

様に市町村レベルの環境要因は、そこに居住
する個人の健康に個人要因の影響を超えて
有意な影響があることが示された。たとえば、
地域の貧しい社会経済状況、低い検診への関
心、高いストレス度が、そこに居住する人の
死亡リスク上げている可能性が示された。ま
た、市町村における医療資源の量が冠動脈疾
患の発症リスクならびに発症後の死亡リス
クと関連が見られたことは、市町村における
医療資源の分布もまた健康格差に影響を与
える要因である可能性を示唆する。 
また、より狭い近隣居住地域あるいは旧村

地域レベルの特徴もそこに居住する個人の
健康に影響がある可能性を示した。たとえば、
貧しい地区に居住することにより、総死亡、
疾病別死亡、自殺などのリスクが上昇した。
そして、それらは個人の社会経済的状況を考
慮してもみられることから、居住地域間の社
会経済的視点における格差が健康格差の要
因のひとつである可能性が考えられた。また、
居住地域の社会的環境、たとえば、居住地の
安定性や社会規範といった要因も地区に居
住する個人の喫煙行動と強い関連があるこ
とも示され、改めて健康行動には環境への介
入が重要である可能性が示唆した。 
本研究において、地域の特徴がそこに居住

する人の健康に影響を与える可能性が認め
られたことは、公衆衛生対策において個人に
対するアプローチに加えて市町村ならびに
近隣居住地区の物質的環境や社会的環境を
健康増進を促進するものに整備していくと
いった環境への新たなアプローチが有用で
ある可能性を示したといえる。 
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